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                                 ２００１年１１月２２日 ＮＯ．３ 

国民生活・経済調査会で国会質問第３弾 
産業振興、都市再生をめざし工場等制限法の廃止を求める       
 
私、辻泰弘は、11 月 21 日、参議院国民生活・経済に関する調査会で 

国会 ３ 度目の質問を行いました。 
 今回は、10 月 26 日に経済対策閣僚会議で決定された「改革先行プログラム」を 

テーマとするものでした。 

今日、日本が直面している、物づくり産業の衰退、産業全体の空洞化、景気低迷、    

厳しい雇用環境を何とか克服したいとの熱い思いを込めて、国土交通省の佐藤副大臣に 

工場等制限法の見直しを強く求めました。 

 以下、その概要をご報告します。 

 
辻泰弘 日本経済の活性化のためには、
起業の促進、国際競争力の強化、物づく
り技術の継承、産業空洞化への対応など
が必要だ。 
それら課題の解決に当たっての具体的
対応として、工場等制限法の見直しが 
挙げられる。 
工場等制限法は、大都市中心部への 
産業及び人口の過度の集中を防止する 
ために、人口増大の主要因であった工場
や大学等の新設の制限を定めたもので、 
首都圏については１９５９年に、近畿圏
については１９６４年に制定されている。 
今、日本は物づくり産業の衰退、産業
の空洞化、景気低迷、雇用情勢の悪化等 
に直面しており、４０年近く前の同法 
制定のころとは経済社会情勢が大きく 
変化してきている。 

今や工場等制限法廃止の時が来ている
と考えるが政府の見解はどうか。 
 
佐藤静雄 国土交通副大臣  
工場等制限法の見直しについては、 
現在、国土審議会に首都圏と近畿圏の 
２つの分科会をつくって審議中だ。 
 神戸などを見ても、都市部の人口は 
減少傾向にある。 
工場や大学などを制限していくのは 
もはや時代に合わなくなっている。 
 国土審議会の答申を受けて、早く実現
できるよう、次の通常国会を目途に、  
全力を挙げて取り組みたい。  

 

 

 

 

 

☆★☆★☆ご意見・ご要望等ございましたら、下記までお気軽にご連絡ください。☆★☆★☆ 
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